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理論と現実 
現実が先行し、後から理論化される 
量子物理学 
省エネルギー法（規制と情報措置） 
 
自主的取り組みの理論は？ 
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温暖化対策の3本柱 
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炭素価格: 
コスト計算を変える 

合理的活動促進： 
情報や協調の不足を除く 

長期的投資： 
民間だけで出来ない投資 

税、ETS… 
 

省エネ法… 
 

技術開発政策… 

(IPCC AR5, Stern Review, Grubb et al 2014) 



炭素格付け 

エネルギーの費用 

設備他の費用 

効率性の 
フロンティア 

0 
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省エネ法 
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技術開発政策 

エネルギーの費用 

設備他の費用 

  

効率性の 
フロンティア 

技術開発政策  

0 
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省エネ法は一巡した 
  エネルギーの使用を合理化する法律 
 
民生部門:   
-   トップランナー規制： 機器、自動車の効率規制・ラベル 
-   建築物の断熱基準等 
産業部門： 
- エネルギー管理組織体制の構築義務づけ  
- 省エネ診断・設備導入補助金等 
運輸部門: 
- 燃費基準・ラベル等 

 
過去に大きな成果があった。 
だが効果は飽和傾向にある。  
過度な介入による経済効率の低下という「政府の失敗」の 
リスクは高まりつつある。  
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自主的取り組み(ＶＡ）の位置づけ 

日本は「ＶＡだけ」ではない・・・省エネ法やエ
ネルギー諸税などの取り組みを補完。 
日本は世界最高のエネルギー効率・規制水
準。エネルギー価格（税）水準も高い。 

→政策強化に慎重を要する中での選択がＶＡ。 
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(IPCC AR5, Stern Review, Grubb et al 2014, 杉山&若林 2012) 

炭素価格: 
コスト計算を変える 

合理的活動促進： 
情報や協調の不足を除く 

長期的投資： 
民間だけで出来ない投資 

税、ETS… 
 

省エネ法 
自主的取り組み 
 

技術開発政策… 



自主的取組み 

エネルギーの費用 

設備他の費用 

効率性の 
フロンティア 

省エネ法 
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自主的取組み 
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VAの役割は？ 
「VAが暗黙に炭素価格を付けるもの（第１の柱）」

だとすると、フリーライダーへの対処、目標未達時
の罰則が必要、となる＝欧州。企業はVAを「買う」。 
だが、「VAは経済合理的な範囲での最大限の効

率改善を図るもの（第２の柱）」だとすると、そのよ
うな議論は不要になる＝日本。 
なお経営の実際では、第１の柱と第２の柱の間は
あいまい。そこを深掘りするのがVAの意義。 
日本では社会的責任の意味合いも強い。 
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※「自主的取組に関するワークショップ(2014年8月6日）」議論内容等を参考に作成 



実効性について： 経団連VAP 
複雑な政策パッケージであるため、ＶＡＰ単独での追加性
の分析は難しい 

政策パッケージとしては高いエネ効率（既出）。 
ＦＵ制度の存在： 目標は絶えず強化された 

“早期に目標を達成できた場合，目標値を引き上げる方
針が（国から）示されており，政府審議会での指摘を受
けて，新たな目標水準を会員企業と協議した” 

「行動」の強化がみられた 
“自主行動計画を契機に会員企業の協力を得て調査を
継続．エネルギー消費実態や対策の実施状況を把握
し，業界横断的対策の横展開につなげている”  
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※「自主的取組に関するワークショップ（2014年8月6日）」議論内容等を参考に作成 



業界団体のVAPが企業の取り組みを促した 
温
暖
化
対
策
に
取
組
む
企
業
の
割
合
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自主行動計画における具体的取組事例 
１．業界内でのベストプラクティスの共有と展開 

メール、ホームページ、協会誌等を通じて取組内容の紹介： 多数の団体で実施 

  取組概要 

【会員企業向けの活動例】 

（日本化学工業協会） 
 専門委員会での審議を受け、結果を全会員に周知、ホー
ムページへの提示、説明会の開催、メールによる情報提
供、活動実績を掲載した冊子の配布、省エネ補助金等の
情報共有を実施している。 

（電機・電子４団体） 
 会員専用ページにフォローアップ結果報告書の掲載や、
事業活動に関する報告会の開催を行っている。 

（日本貿易会） 
 環境保全の取組をPRする媒体としての機関誌で、活動
事例を紹介している。 
 
【非会員企業向けの活動例】 
（日本化学工業協会ほか） 
 ホームページへの提示、活動実績を掲載した冊子の配
布を行っている。 
（電機・電子４団体） 
 日本商工会議所等と協力して、「省エネ/節電セミナー」を
開催し、会員企業の先進的な省エネ取組事例を非会員企
業等へ紹介するとともに、省エネルギー取組事例をウェブ
サイトや展示会で配布している。 

  取組の（期待される）効果 

企業の実情に熟知した業界団体の目線から具体
的な事例として紹介されることで、（特に中小企業
において）温暖化対策を自らの課題として認識す
るようになり、これまで実践できなかった活動に繋
げることが期待される。 

  参考情報・リンク 

平成25年度業界団体アンケート結果 
METI「自主行動計画の総括的な評価に係る検討会とりまとめ 参考資
料」 

（出所）日本化学工業協会HP資料に一部加筆 

出典：日本エネルギー経済研究所 



  ＧＨＧ算定マニュアルの開発・利用によるデータ構築の効率化・標準化を図る：電機・電子４団体 

  取組概要 

 電機・電子関係業界で組織する電機・電子温暖化対策連絡会「温室
効果ガス排出量算定ガイダンスWG(事務局：JEMA)」は、会員企業

が地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）に基づく「温室効果
ガス排出量の算定・報告・公表制度」への対応をスタートするにあたり、
「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」の内容に沿って、電機
電子業界向けに内容をカスタマイズしたマニュアルを作成した。 
 
 また、日本電機工業会は、地球温暖化防止という観点から、会員企
業の海外の生産拠点・グループ会社等の生産活動に起因する温室
効果ガス排出量や、JI/CDM事業に伴う温室効果ガス排出削減量を
把握する上で必要な各国毎のCO2排出原単位等基本データを揃える
ことを目的に、各国の電力部門CO2排出原単位の推計調査を実施し、
適宜改訂版を公表している。 
 

  取組の（期待される）効果 

 会員企業のCO2排出量算定に関するガイドラインを共有化すること

で、一貫性のあるデータの収集を効率的・継続的に実施することが
できる。 

 海外拠点をもつ企業の国内外における取組支援を行う上でも、排
出量算定方法の標準化は有効である。 

 個別企業では収集が困難、もしくはコストがかかる海外の排出原
単位情報の提供は、会員企業の取組検討・実施を支援する。 

  参考情報・リンク 

JEMA、電機電子業界用算定方法マニュアルver.1（平成18年11月） 
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ghg.html 
 
JEMA、第３版（「各国における発電部門CO2排出原単位の推計調査
報告書-Ver.3（2006.6 Revised)」） 
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/co2.html 

自主行動計画における具体的取組事例 
２．標準化/規格化への取組 
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出典：日本エネルギー経済研究所 

https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ghg.html�
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ghg.html�
https://www.jema-net.or.jp/Japanese/env/ghg.html�


キャンペーン活動を通じた取組の訴求を行う：日本チェーンストア協会、日本自動車工業会 

  取組概要 

 日本チェーンストア協会は、各店舗において冷暖房・各種空調
には調整余力があり、設定改善はエネルギー消費の削減に効
果的であることから、2008 年６月から『“店内の空調は控えめ

に”運動』を継続実施している。また、レジ袋の削減のため協会
作成のオリジナルマイバッグを配布し、レジ袋削減を呼びかけ
るなど、様々なキャンペーンを実施しており、2010 年度末まで
に会員企業平均の「レジ袋辞退率30％」達成に向けて努力する
という削減目標を設定した。 
 
 日本自動車工業会は、政府や各団体とともに「ふんわりアクセ
ル『eスタート』」をはじめとする『エコドライブ10のすすめ』をドラ

イバーに呼びかけ、エコドライブの普及・促進を図っている。また、
日本自動車工業会の各社はエコ通勤、アイドリングストップの推
進、エコドライブステッカー作成、通勤手段転換促進、 エコ
ウォーク通勤の推進等の活動を行っている。 

  取組の（期待される）効果 

日本チェーンストア協会の店内空調に関する取組により、各店
舗における空調設定の見直し及び店頭でのポスター掲出によ
る顧客の理解の醸成が期待される。また、レジ袋の削減運動
においては、2011年にレジ袋辞退率は31.01％となり、目標を
達成したが、引き続き活動を継続する。 

自動車の実際の燃費は運転方法によって変わるため、ドライ
バーがエコドライブを行うことにより、燃費向上とそれに伴う
CO2削減が期待される。 

  参考情報・リンク 

JAMAホームページ、エコドライブ（省エネ運転）の普及・促進 
http://www.jama.or.jp/eco/earth/earth_04.html 
 
環境自主行動計画〔温暖化対策編〕 2012年度フォローアップ結果 個
別業種版 
https://www.keidanren.or.jp/policy/2012/084_kobetsu.pdf 

エコドライブ10のすす
め 

自主行動計画における具体的取組事例 
３．その他の取組 
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出典：日本エネルギー経済研究所 

http://www.jama.or.jp/eco/earth/earth_04.html�


業界団体全体で技術開発促進に取り組む：日本鉄鋼連盟 

ＣＯＵＲＳＥ５０の概要 
  取組概要 

 鉄鋼業は、 CO2排出の抑制と、 CO2の分離・回収により、 
CO2排出量を約30％削減する「環境調和型製鉄プロセス
技術開発（COURSE50：  CO2 Ultimate Reduction in 
Steelmaking process by innovative technology for cool 
Earth 50）」に2008年から取組んでいる。 
 
 鉄鉱石はCO ガスを用いて還元しており、この方法では
CO2ガスが発生するが、鉄鉱石を水素還元することでＨ2Ｏ
（水）が発生するだけになり、 CO2発生量を大幅に削減で
きる。 
 
－高炉ガスに含まれるCO2を分離・回収する技術開発及び、

この分離・回収を行うためのエネルギーを、これまで技術
面または経済面で利用困難とされていた、製鉄所内の未
利用熱の積極活用により取組む。 
  

  取組の（期待される）効果 

 CO2排出の抑制と、CO2の分離・回収により、CO2排出量を
約30％削減する次世代製鉄技術の開発。 

 2030年頃までに技術を確立し、2050年までの実用化・普及
を目指している。 

  参考情報・リンク 

（社）日本鉄鋼連盟ホームページ 
http://www.jisf.or.jp/course50/outline/ 
 
経済産業省、産業構造審議会環境部会地球環境小委員会鉄鋼WG（2012.12.24）資料4-1 
鉄鋼業における地球温暖化対策の取組 
http://www.meti.go.jp/committee/summary/0004513/pdf/2012_04_01.pdf 

自主行動計画における具体的取組事例 
４．技術開発への取組 
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出典：日本エネルギー経済研究所 

http://www.jisf.or.jp/course50/outline/�
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